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は　し　が　き

　日本とアメリカの経済成長と物価の構造を比較すると、多くの相異が見出さ

れる。成長に関してはs明らかに日本における高成長と、アメリカにおける停

滞が対照的である。アメリカの場合、経済発展を示す諸指標のどれをとって

も、日本に比して劣っている。特に1955年以後、成長の鈍化、失業の増大が臨

立っている。また、同時に、設備の利用度も低下している。これとは対照的

に、日本および西ドイツにおいては、経済成長率も就業者の増大率もいちじる

しい。アメリカにおける利用度の低下は、1920年代の相対的な繁栄の時代にお

いても生じていた。だが1950年代の後半は、利用度の低下、失業の増大とい5

不況を特徴づける現象と同時に、価格の漸騰という困難な問題が生じている。

一般にこのような物価漸騰を、クリ・…ピソグイソフレーショソ（這いよるイソ

フレ）と呼んでいる。

　ところで、このような物価漸騰は、アメリカに限らず、他の西欧諸国、ある

いは日本においても生じている。だが、その構造は、根本的に異なっておるよ

うに思われ、単純に先進国に共通の現象として片付げられない。日本の場合

は、消費者物価の相対的な騰貴があるが、卸売物価は安定しており、それが高

い生産性の増大と結びついているのに対し、アメリカでは、消費者物価の相対

、的騰貴もあるが、卸売物価自体が漸騰している．。また、日本においては、卸売

物価は景気感応的であって、景気変動に即して循環している。これは戦前から
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の特徴でもあるが～戦後においてもこの傾向は継続し、長期的には安定してい

る。また、西欧においては、投資需要圧力をもとにするディマソドプルの傾向

が強いし、日本においても、その要因がかなり存在するが、アメリカにおいて

は需要圧力はきわめて弱い。そうした理由から、日本とアメリカを比較する

と、成長の態様の相違と結びついて、価格構造に大きな違いがある。我国の場

合には、生産性の増大率が高いということと、それがコストの低下、したがっ

て価格の低下要因として作用していることが大きな特徴である。これに対して

アメリカでは・生産性の増大がただちに価格低下に吸収されない。これは単純

にいえば、完全競争のメカニズムと独占のメカニズムの根本的な相違である。

もちろん、我国においても、独占の要因は強力である。にもかかわらず、アメ

リカのそれと異なったメカニズムをもっているのは、独占乃至寡占的企業のビ

ヘイビアーの違いによるところが大きい。それは価格の決定に影響すると同時

に、技術進歩の採用、生産性の増大そのものにも影響がある。

　技術進歩の成果が吸収されるメヵニズムの違いは、価格や分配率の動向に大

きな影響を与え、それはさらに成長率に影響を与える。だがまた、企業の競争

形態は、技術進歩の導入の仕方そのものに影響することにより、国民経済全体

の生産性の増大率に影響を与える。本稿では》日本とアメリカの賃金、生産

性、価格、分配、および成長の態様を分析し、その構造的な相違を比較するこ

とにより、成熟期の資本主義の構造を明らかにすることを目的としている。最

初に第1節で、生産性と賃金、物価、および分配率の一・般的関係を理論的に分

析し、第2節で、最近の価格騰貴の分析に用いられる物価理論について検討す

る。そしてこれらの予備的考察をもとにして、3節以下では、アメリカの経済

停滞と物価漸騰の構造を、日本との比較において分析し、さらにその原因とな

ったものをとり出す。次に、我国の生産性と価格の構造を、生産性の成果が配

分される仕方を中心に検討し、さらに、価格決定の構造に分析を加える。価格

の決定において今日主要な要因となっているのは、原料コストである。コスト

プッシ＝イソフレの構造にとって、費用一価格関係の分析は、従来あまり重視

されていなかったoこの点について理論的な検討を加え、アメリカの経済停滞

とイソフレの併存の主要な要因としてのコストの圧迫を、事実に即して分析す

る。最後に、我国における技術進歩が、高度成長の過程でどのような役割を果

しているか、また、技術進歩と市場の競争形態とがどのように関連し合ってい

るかを分析する。
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　　　　　　　　　1．生産性と賃金、物価の一般的関係

　まず、生産性、賃金、分配率についての一般的関係を示そう。記号を次のよ

うに定める。

　　　　T…………総売上額

　　　　Y…………総付加価値額

　　　　Q…………実質産出量

　　　　K…………資本量

　　　　W…………賃金総額　　　　／

　　　　1）・・………・利潤総額

　　　　P…………価格水準

　　　　署一・一飴頒率

　　　　号一……利潤頒率

　　　　Y＝W十P
　　　　T　＝＝　pQ

賃金分配率は次のように示すことができる。

　　　　W　W　T
　　　　Y　T　Y

釜は付加価解の激恥労獺比率である．個別企業についてみると、企

業の売上額Tは、賃金支払額W、利潤P、の他に、原料費R、減価償却費D、

それに利子支払額等から成る。企挙規模の亘大化とともに、労務費比率は低下

する傾向にある。そのことは、いわゆる資本の有機的構成が高度化することに

照応している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　筋
マルクスの記号を用いてこれにあてはめると、

　　　　C十V十M・＝W　　　．　C…………不変資本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　V…………可変資本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　M－……・・剰余価値

　　　　　　　　　　　　　　　　　W………∴生産額

マルクスのWが、Tに照応し、所得YはV＋Mである①。
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付加価値率は

　　　　Y　　V十M　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

　　　　T－C十V十M
剰余価値率をm’とすると

　　　　V十M＝V（1十m’）

賃金分配率は

　　　　W　　V　　　　l
　　　　Y’－V十M－1十mt

剰余価値率m’を一定とすると、賃金分配率は一定である。

資本の有機的構成が高度化すると、もし分配率が一定なら1付加価値率は低下

する。その理由は、こうである。

　　　　V十M＝V（1十mi）

号一σとすうと・繊瀬は

　　　　V〈1十mt十C’）

かくて付加価値率は

　　　　　V十M＿　V（1十mt）＿　1十mL
　　　　　C十▽函「V（1十m’十C’）｝1十m「十C’

1＋m’が一定で、C’が増大すれぽ、付加価値率は低下する。

減価償却、原料費等が増大すると、労務費比率が低下しても、分配率は一定に

とどまりうる。この場合、企業が利潤率を一定にとどめるためには、資本の分

配率を高めねぽならない。

　　このような資本の有機的構成の高度化は、資本の技術的構成、価値構成の統

一
としての号の鰍であるが・それは・生灘の蹴を目的としてもたらされ

るものである。そこで、資本の技術的構成、生産性、分配率の関係をみよう。

　現実に得られる付加価値労働生産性、あるいは価値労働生産性は、価格の変
化によって変籾うる．本来の労駐産性は2である・すなわち・投下労鰻

単位当たりの生産物量である。だが企業の利潤目標にとって直接問題になるの
は愚モであり、2は間接的にしカ・関係を槻い・何故なら・呈ヵ鰍し

ても、価格が低下したならば、価値労働生産性は変わらず、賃金率のあり方に

　よっては、利潤の増加をもたらさないことも失じうるからである。まずこれら

ρ
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の関係を示そう。付加価値生産性は、

　　　　Y　Y　K
　　　　　＝－　　　　へ　　　　L　K　L

讐鵬難灘箋獣釜欝霧樂膝篶薇二雛ご養

本の技術的構成を高めるのは、それによって労働生産性を増大させるからであ

る。もしそうでなければ、利潤率の低下をもたらすだろう。今、資本の生産性

を一定とし、∂であらわすと、

　　　　Y　＿　K
　’　　　　　　ニニび　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a
　　　　L　　　L

である。Y＝W＋Pであるから、

　　　　　　W　　P　　　　　　　？　　　。　　　　Y
　　　　τ濫工＋τ

資本利潤率をPとすると、P＝pK、したがって、

　　　　P　　K
　　　　τコρτ

かくて

　　　　　　W　　K　　　　’Y
　　　　lL＝て＋ρ工

響w……労購・人当たりの平均賃金、　　　　・
平均賃金と資本利潤率が与えられると、資本労働比率に応じて付加価値労働生

産性が決る。ところで賃金分配率は、

　　　　　　Iw
　　　　W　　L　　　　　　　　　　v

　　　　Y　　Y
　　　　　　r

労働生産性が増大するにもかかわらず、平均賃金が一定なら、労働分配率は低

1下する。

　次に付加価値労働生産性と価値労働生産性の関係をみよう。

　　　　Y　Y　T
　　　　L　T　L
付加価値労働生産性は、価値労働生産性に付加価値率を乗じたものである。技

　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

〆
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N

しない。資本の有機的構成の高度化、あるいは資本使用的技術進歩は、付加価

値率を低下させる傾向をもつ。だが、それを相殺するだけ価値労働生産性の上

昇があれば、付加価値生産性も増大しうる。同じように付加価値労働生産性が

大になれば、マルクスの言う意味の利潤も上昇しうる。’マルクズの用語にした

がえぽ、

価値労働生産性は　．　　　『　　　　　　　　　　　　’

　　　　C十V十M
　　　　　　L

付加価値労働生産性は

　　　　V十M
　　　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

である。　　　　　　　　　　　　　．

　　　　V差M－C＋￥＋M×C￥蒜一V（C’十1十m／　L）×V瀦籍）

資本の有機的構成の高度化はC’を高め、付加価値率を低めるが、他方それに

よって、生離v（σ 警些を鰍させる・資本の有機的構成の高度化によ

る付加価値率の低下率よりも、労働の生産性の増大率が大であれば、，付加価値

率は大となる。それはC「の増加よりもm’の増加が大である時にもたらされ

るo利潤率は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　M　　　　m「

　　　　C十V一α十1

故に、C’の増大率よりもm「の増大率が大ならぽ、利潤率は上昇しうる。逆な

らば、資本の有機的構成の高度化にともなって利潤率は低下することになる。

　ところで、技術進歩が生産性に影響を与えるのは、物的な面においてであ

る。価格は、別な理由によって決る。価値労働生産性は、物的労働生産性に価

格を乗じたものである。

　　　　T＝pQ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　　　T　　　Q
　　　　τ＝P’エ

マルクスの場合、労働生産性の増大は、物量単位当たりの価値低下である。

したがって、単純化していうと、付加価値生産性を一定にして、価格が低下

し、物的生産性が上昇する場合がそれにあたる。近代経済学の分析において
も、2ヵ轍し、Pが低下するのが、完全齢こおける生灘増大の本来の結
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果である。しかるに、生産性増大により、付加価値生産性が増大するのは、価

格が充分に低下しないためであり、それは何らかの意味で、独占あるいは寡占

の機能が働らいているためと言えよう。

　次に、本来の労働生産性の増大、すなわち物的生産性の増大と、賃金、分配

率、および価格の関係はどうなるかをみよう。賃金と物的生産性の関係は、賃

金コストと言われる。この賃金＝ストの動きが、同時に分配率や価格に影響す

ることは、よく知られているところであり、賃金コストの増大、すなわち、物

的労働生産性に比しての賃金騰貴が、価格騰貴をもたらすというのが、コスト

イソフレ論の骨子である。この問題を展開しているのがワイソトロー一プであ

る。ワイソトロ・・一・・プの図式は次のように示される②。Zを総供給、　Dを総需要

とする。均衡において、

　　　　Z＝D

　　　　Z＝pQ

　　　　z＝k
　　　　W

　　　　W＝wN
　　　　Z＝＝　kwN

かくて価格水準は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　　　P÷響一k・昔・
　　　　　　　　　　　　　貢

暑は、物的労働生灘である・’　vイソト・一プは・k帳期的に一定と見蜘

ている。このkは、カレッキーの独占度、あるいは、マルクスの剰余価値率に

照応する。すなわち、

　　　　Z＝W十P
　　　　Z　　　　P
　　　　可＝＝1＋厨

剰余価値率をm「とすると、これは1＋m「に等しい。これが長期的に一定で

　　　　　　　　　　　　　　　　　＿！
あるとすると、価格水準は、賃金コストQに比例して変動することになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　ところで、Zは、ケイソズの総供給、すなわち売上金額の期待値、に照応す

る。ケイソズはこの中に他企業から購入した資材等の費用、すなわち使用者費

用を含めていない。したがって、使用者費用を除くという点からすると、Z
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は、産出量単位当たり価格から、産出量単位当たり使用者費用を除いてsそれ

に産出量をかけ合わせて出てくることになる。単位当たり使用者費用をUとす

る。

　　　　Zr＝（P－一一u）Qr

社会全体に拡張し、平均価格P、平均使用者費用直とすると、

　　　　Z＝（P”“u）Q

賃金単位であらわすと、

　　　　Zw＝製Q
　　　　　　　W
ところでケイソズは、一般理論の20章で物価の理論を展開する際に、有効需要

を含ましめている。したがって、有効需要はPQとなる・このことは・価格の

問題を扱う場合には、使用老費用を除くことができないことを意味している。

たしかに、企業間取引に相当する部分は、取除かなけれ球二重計算になるが、

価格の場合には、企業間取引の過程を通じて価格の相乗作用が発生し、それが

全体の価格水準に影響すると思われる。特に原材料についてみると、原料部門

の価格は、他の産業の費用を形成し；したがって、価格全体に影響する。

　さらに、先にも述べたように、付加価値だけで考えたのでは、生産性と分配

率の関係についても不充分にしか取り扱うことができない。その際重要なの

はやはり原料費である。

　ところで、ワイソトPt　・一プの図式には、原料コストが明示されていない。し

だがって、賃金コスト、資本＝スト、原料コスト、と価格の関係を知るために

は、純産出高と粗産出高、売上額と付加価値の関係をとりいれて考察する必要

がある。それを考慮にいれると、価格、分配率の関係が変わってくるであろ

う。今、個別企業について、売上額を費用構成から分析してみる。

　　　　T＝PQ

　　　　PQ　・W十M＋R十D十π

　　　　PQ・W＋ρG＋d（G－R）＋R

Mは・固定資本中誠騨却を除いたものであり・d蝋価償却率である・

Rが原料費、Dは減価償却費である。したがって、固定資本はG－－R・減価償

却はD・＝d（G－R）、資本利潤率Pとすると、利潤πは・π＝ρGである。

　　　　PQ　・W＋（p＋d）G＋（レd）R
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W＝wNから
　　　PQ＝wN＋（p＋d）G＋（1－d）R

　　　P一響＋響G＋（・－d）昌

（131）　－　53　一

響は、量であり、いわゆる齢コストである。貨幣飴率が高咄飴

　　　　N
コストは大である。単位当たり粗利潤コストは、資本利潤率と減価償却率が大

であるほど大きい。ところで、企業は、多くの場合、単位当たり利潤率を平均

的に一定に保つように行動すると考えられる。売上高利潤率をθ、総使用資本

をG、固定資本K、固定資本の原価をT、原料価格をj、使用資本中負債の

占める割合を4、利子率をrとすると、次のようになる。

　　　　PQ＝wN＋OPQ＋dTK∬＋jR’＋4rG

ただし、K’、　Rtは、それぞれ実質値をあらわす。価格は次のようになる。

　　　　P一響＋・P曙＋j器＋e・8　　　　　．

　　　　2Y二
第1項はQ、これは賃金と物的生産性の比率・・すなわち賃金コストである。
　　　　貢
個別企業にとっては、価格の形成要因はこれだけでなく、2項から5項まで含

む。第2項は単位当たり利潤率に価格をかけ合わせたものであり、θの値によ

って、価格は直接に影響される。第3項は減価償却率d、資本原価丁、それに
号をか胎わせたものである・号は渓質値であらわし燗定資本係数で

ある。減価償却率、資本原価、固定資本係数がそれぞれ大であるほど、減価償
却コストは大に帳第頓j器は、原料価櫛こ源料消費曙をか胎

わせたものである。原料価格、原料消費率vいずれが増大しても原料コストは

貨幣額であらわされている。物価指数でデフレートして実質購買力をGノとす
ると、G－gG’のようにあらわさ泌・9が類値であらわした資本騰にな

る。かくて価格は、賃金コスト、原料コスト、減価償却コスト、利子コズト、

単位当たり利潤、に依存する。賃金＝ストは、生産性と賃金の比率である。

原料コストは原料価格と原料消費率の積、減価償却．eストは、減価償却率、固

定資本原価、使用固定資本と産出量の関係に依存し、利子コストは、借入依存
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度、利子率、資本係数に依存する。より厳密には物価水準そのものにも影響さ

れる。　　・

　このような費用構成のもとで、生産性の増大がどのような効果を価格に対し
てもたらすか搬討しよう。生離の鰍の蘇1ま、まず第項こついては暑

を増大させ、賃金コストを低下させるように働らく。次に、減価償却コストの

場合は、若干複雑である。使用固定資本の性質に大きく影響されるからであ

る。技術が連続的な場合と木連続的な場合とを考えると、連続的な場合は、旧

設備が新結合によって転用され、資本効率を高める。設備のスクラップ化はそ

う急が榔・．したがって、dはあまり大きくならず愚ま低下するから誠

価償却コストは低下するだろう。だが技術が不連続的な場合、新技術が発明さ

れると、旧設備のスクラップ化を促進しようとして、法的措置の助けをかり、

dを高める。他方、旧設備の使用によっては急速に生産性をあげることはでき

ないから、弩は低下しない・したカミ弧繭償却コスト㈱つて蹴するこ

ともありうる。

　原料コストについては、原料価格と原料消費率の関係であるが、原料価格

が、原料生産部門の生産性増大の結果が低下すれば、もちろんその価格低下が

　　　　　　　　　　　　　　波及してくる。原料消費率は一般に低下する。

　原料コストの動きを決定する要因は、原料部門が独占的であるか否かという

問題と、さらに、当該生産物の需要が大か小かという問題とに関連をもつ。原

料生産部門が独占的であれぽ、原料価格の低下は少ない。生産性上昇の成果が

濫格低下に吸収されないからである。原料消費率の場合、生産性増大の成果

は、一般に原材料消費率を低下させる。だが原料を、さらに、燃料、動力と、

原素材とに分けると、おそらく生産性増大は、燃料動力の節約をまずもたらす

だろう。だが、当該産業の市場が拡張しっつある場合には、原素材の消費量は

実質量としては、やはり拡張せざるを得ない。というのは、これは実質産串量

の拡大とかなり比例的（もちろん節約はされるであろうが）に増大すると思わ

れるからである。市場が拡張していない場合には、節約効果の方がより強くあ

らわれよう。

　原料消費パターソは、原料部門へ逆にはねかえってくる。・原料生産部門の生

産性増大が、原料価格の低下をもたらす場合は、原料消費率の低下の動機は若

干弱まる。当該部門の需要を一定とすると、当該部門の技術は、コストのかか

る他の部分を節約するように作用し、原料消費の低下の度合いは少ないだろ

〆
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う。その場合、原料部門への需要は減少しない。逆に原料部門の価格が硬直的

な場合は、当該部門の技術は、原料節約的に働らくだろう。したがって、原料

部門への需要のはねかえりは小さい。原料部門では、需要の減少にともなっ

て、原料価格を一層つりあげようとする。ここから、コストと需要の悪循環が

生じうるポ

　価格を要素の構成費目でみると、原料コストの占める比重は大きい。したが

って、原料部門の動向が、価格動向に与える影響はきわめて強い。従来、所得

分析では、ネットタームで表現されていた。それは総売上高から使用者費用を

除いて表現される。だが、価格問題を論ずる場合には、使用者費用を導入して

来なければ正確ではない。原料価格の騰貴は、「その原料を消費する部門のコス

ト上昇に波及し、価格上昇圧力をもたらす。問題は、この価格上昇圧力が、経

済の成長や所得分配にどのような影響をもたらすかである。ウ　　　　　　　．

　まず、分配への影響を考えてみよう。今、企業は単位当たり利潤率を一・定に

保つように価格を設定しうるとする。原料部門に価格騰貴が生じたとしよう。

原料価格の騰貴は他産業のコストを増大させる。他産業においても、単位当た

り利潤率を一定にとどめようとする。先の記号を用いると、θ一定である。慧

　単純化のために、減価償却部分と借入利子コストを捨象する。価格を、賃金

コスト、利潤コスト、原料コストの三つの要素からのみ成るとすると、次のよ

うになるo　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　、

　　　　P一響＋θP＋j器　　　1　v

jが騰貴した結果どうなるかが問題である。

　　　　P（・一θ）一響＋j鍔　　1

　　　　　　　　一長据　ただしA呉

0は一定であるから、1一θは一定、Pの動向は、賃金コストと原料コストに
依存する．技術一定とすると・鍔も一定と考えちれる・飴コストが捷な

ら、価格は明らかに増大する。その場合、所得分配率はどうなるか。使用者費

用は原料費のみとする。純所得は次のようになる。

　　　　PQ－jRノ＝wN＋θPQ　　　　　　　　・　　　　　　　　　’

jの増大はPを増大させる。したがって、その他の要因が不変ならば、利潤が

総売上額の一定割合である限り、利潤分配分を増大させる。
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次に愚Aはそのままにして貨鞭金が上昇する場合搬討しよう。この

場合慣金コストは増大する・価格曙の上昇・jの上昇によって倍力・蜘贈

大する。分配率は、賃金コスFの増大率と価格の騰貴率の比に依存する。価格

騰貴率は

　　　　P（・一θ）一畳＋」器

における右辺の二つの項の増大率の合計である。

　　　　△w＞o，亙〉。
　　　　W　　　　　　　j

　　　　A・貿…一淀

したがって、

　　　　雫〉響

労働分配率は、たとえ貨幣賃金の上昇があっても、原料価格の上昇が伴なって

いれば低下する。原料価格の変化がなければ、他の事情にして等しい限り、価

格は貨幣賃金の上昇に比例し、分配率は一定である。これがワイソトPt・・一プケ

ースである。

　　　　P（・一θ）－X＋j器　’

で、（・一θ）、A、署一定である・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　w　もし・Aが変化しても・wがそれ以上に増大すれぽ・価格は五の上昇に比例

して増大する。分配率は相変らず一定である。ワイソトロープ図式には、原料

コストが明示されておらず、売上総額中利潤の占める割合が一定と前提されて

いる。これはθ一定の仮定とほぼ同様な役割を果たす。したがって、賃金騰貴

は価格騰貴にすべて吸収されることになる。

　次に、原料部門の価格が全体にどう波及するかを考察しよう。原料財の価格

騰貴は、それを購入する部門のコス5増大をもたらす。それは、その部門の価

格を上昇させるが、資本財部門においては、その価格騰貴が再びv原料部門そ

の他のコスト増大に波及し、さらにそれが他部門のコスト増大に波及する。所

得の波及に関する乗数効果と同様に、価格の波及に関する乗数効果をも、われ

われは考えることができる。まず産業部門を、1原料部門、丑機械生産部門、

皿最終消費財部門、の三つに分ける。今、単純化のために、原料部門と機械生
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産部門内部の波及関係のみを考える。機械生産部門の生産物のうち、『 原料生産

部門に購入される機械の割合をa、機械生産部門用の機械として購入される割

合をbとする。原料生産部門の生産物は機械部門に購入され、原料部門におけ

る原料消費は、自家生産であり、単純化のために、それを無視する。添字は各

部門をあらわす。賃金率は全部門で同一とする。原料生産部門の価格の、コス

ト面からの構成は次のようになる。

P・r竃＋θ・P・＋d7a琶｝’

　　　　　　　ダ
　機械生産部門では

・　P・一鳶＋θ・P・＋d・豊＋j亀

ところで畿獺門の原料コストj｛薯は・次の仮定によって別嫉現ができ

　る。すなわち、jは原料価格であるから、原料部門の価格P1に等しいとす

　る。また・原料生産部門の生産物はすぺて機械部門に消費され、消費財部門

　は、機械部門から機械を購入する以外は、自家生産とする。

　　　l　R2ノ＝Q1，　　　　j　．，　P1

　さらにKlt＋　K2”＋　K3，　＝　Q2であるから、価格は次のようになる。

　　　　　P・（・一θ・）識＋d・・亀

　　　　　P・（・一θ・）義＋d・b＋P・亀

かくて、P1，　P2はそれぞれ次のようになる。

　　　　P・＝・A、（Wl1一θ1）＋（書急i旛、

　　　　P・－A、（W21　一一　e2）＋（、雲1、）＋P・Q、（婁θ、）

ここでさらに一層単純化して、資本原価丁が、ng　ll部門の価格P2に等しいと

する。

　　　　P2＝T

　　　　P・一疎鞠＋（善翫

　　　・P・＝・A．（罪三θ互）＋♂≧鶉）＋P・Q。（警θ夢
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これはさらに、次のように整理できる。

　　　　P・（　　　　　db1－　　　（1一θ2））－A、（聖θ，）＋P・Q、（警θ。5

それ故、

　　　　P。（1一θ2－db　　1一θ2）－A、（聖砺）＋P・Q，（警θ，）

両辺を（1一θ2－db殉1一θ2）で割ると

　　　　P・一葡（　w2（1－－e2）1　一・　e2）（1一θ2rdb）＋P・Q、（、場調，－db）

　　　　　－A、（叢一db）＋P・Q、（、壊、＝am

　　　　　－A。Q。識一db）＋A、毒1獣一db）

A・睾聯から・

　　　　P・－Q。（w2N21一θ2－db）＋Q、（、幕db）

　　　　　　　W＋P1＋Q1
　　　　　’Q2（1－一θ2－db）

かくて、以上を整理すると次のようになる。

　　　　P・－A、（Wl1一θ1）＋（窪畿、

　　　　P・－A、（、翠爾＋（レ論）Q、

原料部門の価格は、賃金率、機械の価格、減価償却率、機械使用率、単位当たり

利潤率の増加函数であり、生産性の減少函数である。機械部門の価格は・賃金

率源料価格源料消飾単位当も1利潤の増力麟であり・讐性の減少

函xである・機搬用靴いうのは可諒料韻率というのは死驚る・

は逆数関係にはない。

　かくて、生産性の増大は、Aを増犬させ、各部門における機械使用率か原料

消費率かを低下させる。それを通じて価格を低下させることになる。機械の使
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用または原料の節約をもたらす技術進歩は、資本節約的技術進歩に照応する。

　P1を決定する要因にP2が含まれ、　P2を決定する要因にP1が含まれて

いるから、いずれかの部門の価格騰貴は、他の部門の価格を騰貴させ、それが

再び自己の価格騰貴をも允らすというように波及してくる。今、第1期の価格

水準をPl、　P義とし、原料部門の価格騰貴が、時間の経過とともにどのよう

に波及するかを検討しよう。

　機械の価格の変化分が、原料部門の価格に影響する度合いをα、原料価格の

変化分が、機械部門の価格に影響する度合いをβとする。最初の価格を1と

し、価格の変化分を、最初の価格に対する割合であらわす。今、原料部門で価

格がκ％上昇したとする。第1期の原料価格は、Pl　・1＋xとなる。　x％の価

格の変化分が、機械の価格に影響する度合いはβ倍であるから、機械部門の

価格は塔コ1＋βxとなる。第2期には、第2部門のβxの上昇分が、その
α倍だけ価格を上昇させる。その結果、第2期の価格はPl＝1＋x＋αβx、

理＝1＋βx＋αβ2xとなる。このような過程がくり返されて行く、これを式で

あらわすと次のようになる。

　　Pl：1＋x　　　　　　　　　　　　　　　　’　P｝：1＋βx

　　P睾：1＋x＋αβx　　　　　　　　　　　　　P9．・：1＋βx＋αβ2x

　　P？：1＋x＋αβx＋α2β2κ　　　　　　　　P箋：1＋βx＋αβ2x＋α2β2x

　　P？：1＋x（1＋αβ＋α2β2＋…αn－1βn－1），　pS：1＋βκ（αβ＋α2β2＋…αn“1βn’1）

かくて、これは無限等比級数のかたちで表現できる。第n期においてP翌は

　　P？一・＋、尭β

PS－・＋、ξ差β

α、βの値が大であると、，原料価格の騰貴の波及効果は大きい。賃金コストの

価格への寄与率が大である程、α、βの値は小さい。だが、賃金コストの寄与

率が小さい場合は、最初の価格騰貴が賃金騰貴によってもたらされたものであ

っても、その波及効果は大きいであろう。

①総売上額丁と・ヌルクスのC＋V＋Mの違い。
　マルクスのC＋V＋M°は、経済を1部門と想定しない限り二重計算を含む、すな
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　わち企業間取引に相当する部分一ケインズの使用者費用一を除いていない。

　　　　　C1十V1十Ml＝Wl

　　　　　C2十V2十M2・W2
　　　　　　C午V十M＝W　　　　’　　　　　　　　・

　　とする場合、C2はW1の1部分であるから、当然W2の中には、　Wlの1部

　分が二重に計算されて入っている。社会全体の総売上額Tを、そのような視点で

　みるとした場合、それは、個々の企業の売上額の合計値である。それに対して、

　　Tを粗生産額、Yを純生産額と見て、両者の差は減価償却のみとすることもでき

　　る。この場合は、企業間取引に相当する部分を除くことによって、二重計算を避

　　ける。・したがって個々の企業の売上額の単純な合計ではない。

②S。Weintraub．　“A・General　Theory　of　the　Price　Level，　Output，　Incorne

　Distribution，　and　Economic　Growth，”　1959．

2．物　価　の　理　論

　　最初に、今日論じられているイソフレー一ショソの問題について、その拠って

たっ最も基本的な理論構造を明らかにしよう。最近、ブPソフェソブレソナー

とホルツマソが、イソフレ理論についての要約を行なっている①ので、そこで

示されたまとめを、単純化してグラフによって示し、次にそれぞれの理論を、

その原因と効果に注目して検討し、さらに最近のアメリカにおけるクリー一ピソ

　グイソフレーショソは、それらのどれにあたるか、さらにまた、マークアップ

イソフレにっいて、重要と思われる点について言及しよう。
（

　A．インフレーシxンの定義

　今日、大きくとりあげられているイソフレ理論は、ディマソドプルイソフレ

論とコストプッシュイソフレ論である。多くは、これらのいずれかに属し、ま

たは、これらのミックスされたものであろう。イソフレーショソの本質分析に

おいては、貨幣の問題は無視しえないが、ここでは簡単化のために省略する。

　従軸に価格水準、横軸に実質産出量をとり、需要曲線と供給曲線で価格水準

と産出量水準が決定されることを示している。1a図で示されるのが、純粋な

ディマソドイソフレでありヤケイソズの真正イソフレーショソ②は、これにあ

たる。Yoが完全雇用産出量で、実質産出高はそれ以上に増加しえない。需要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のの増加はD曲線の上方移動で示される。DoからD1、　D2へ増大するにつれ
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て、その需要増加は、すべて価格騰貴に吸収され、価格水準はP1からP2へ

と上昇する。

　1b図は、純粋な供給インフレー一ショソで、供給曲線の上昇にともない、需要

一
定なら、価格上昇と産出量の減退をもたらす。完全雇用の所得水準Yoは・

需要函数の上方シフトと一層の価格騰貴によって維持される。

　1c図でYoは、自発的失業を含む完全雇用（ラ・…ナーの言うlower　fulL

employment）であり、Y2が、自発的失業のない完全雇用水準である・その間

の需要増加は、やはり価格騰貴に吸収されるが、産出高の増加をともなう。こ

れは、ケイソズのセミイソブレーショソの過程である。このタイプは、混合型

イソフレとも言えるが、どちらかと言えぽ需要イソフレにより近い。
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　もう一つの混合型イソフレーショソは、1d図で説明される。これは1b図で

説明されるコストイソフレが、需要増大によって平準化される場合であり、lb

図で説明されるケースよりも、より現実的である。

　需要イソフレとコストイソフレの特徴を大きく分けると、前者は、産出量の

拡大と価格水準の騰貴を伴なうのに対し、後者は産出量の縮少と価格水準の上

昇塗もたらす。最近のアメリカにおけるイソフレと失業の共存は、この原理か

らいくと、当然コストプッシュであることがわかる。

　B・コストプッシュインワレ，

　コXトプッシ4イソフレ理論で、まず中心的にとりあげられるのは、賃金プ

ッシュイソフレ論である。ディマソドプルとコストプッシュの根本的な相違の

一つは、前者が多くの場合、競争的市場を前提にしているのに対し、後者は、

主として非競争的条件のもとで生ずる。表面的にみるとsディマソドイソフレ

の場合には、生産物の供給の非弾力性に原因を有し、コズトプッシ＝は、生産

要素の供給の非弾力性に原因を有するようにみえる。事実その通りであるが、
『

しかしそうした事情の背後には、市場の競争的条件の相違がひそんでいるとみ

ることができる。賃金プヅシュイソフレの場合はsしたがって、労働市場にお

ける供給の非弾力性が根本的条件である。

　労働の供給面からみると、労働組合の賃上げが、賃金プッシ＝の原因と考え

られているQ組合の主要目的は、賃金獲i得である。問題は、組合の賃金要求と

それをかちとる力が、どの範囲かということである。組合の賃金要求を形成す

るものは3つある。①生計費指数CPI、②企業の収益状況、③他企業の賃金水

準。労働者が抵抗するのは、貨幣賃金の引下げであって、実質賃金のそれでは

ない、というケイソズの命題は、組合が多くの知識を有するに至った今日で

は、あてはまらないであろう。実質賃金は下方に完全に硬直的ではないにして

もs労働者の獲得目標は、貨幣賃金のみならず、実質賃金である。したがっ

て、消費者物価の上昇による生計費の増大は、より一層の賃金要求の根拠とな

るであろう。また、企業の収益状況が、幾分かは賃金プッシ＝を可能にしてい

る。寡占的企業は、賃金の騰貴を価格に転化することが容易であるから、賃金

引上げに対する企業の抵抗は弱い。賃金が上昇しても、価格上昇によって企業

が収益をあげることができるので、その面からも賃金引上げ要求はつのりやす

い。第3点としての、他企業の賃金水準は、相対的に低い賃金水準にある企業



生産性と賃金、物価 （141）　－　63　一

の労働者にとって賃金要求の具体的根拠どなりうる。

　この第3の理由に関連して、コストプッシュが賃金格差から生ずるとする考

え方が強い。産業間、企業間に生産性格差が存在し、賃金格差が生ずると、組

合は賃金格差の解消につとめる。低生産性部門では、当然、賃金プッシュから

くる価格引上げが生ずるごとになる。

　このメカニズムは、労働の非移動性（immobility）に大きく依存している。

移動性が与えられると、生産性の増大とそれにともなう賃金騰貴は、低生産性

部門、したがって低賃金部門から労働を引き出す。だが、労働需要が非弾力的

であると、賃金格差を残したままで、低賃金部門から労働が引き出されること

がない。労働の移動性がある場合にも、賃金の若干の騰貴はあるが、移動性の

ない場合程には上昇しない。賃金格差と非移動性は、企業内部で賃金プッシュ

を大にする。　我国における消費財価格の騰貴は、この種の生産性格差の理論

で説明されるところが大きい。消費財生産部門は、低生産性部門であるのに対

し、賃金は労働需要の全般的増大の結果、高賃金部門の賃金水準に平準化する

傾向にある。そのため、低生産性部門ではtiストプッシュが生ずる。

　C．マークアップ・プライシング

　1950年代の後半に至って、アメリカでは利用度も低下し、超過供給の傾向が

生じて来た。にもかかわらず、物価が漸次騰貴した。いわゆるクリーピソグイ

ソフレーショソは、このような不況が支配的な傾向を占める時期において進行

しているが故に、その究明は重要である。論者によっては、この原因を、生産

性を上廻る賃金の上昇傾向、すなわち賃金プッシュに求めた。けれども・賃金

騰貴によって利潤カミいちじるしく低下したということもない。更に、分配率は

長期的にみて安定であることが知られている。そうしてみると、先のワイソト

Pt　一プ方式でみたように、分配率一定を前提すれば、賃金の上昇は価格を騰貴

させると言える瓜逆に賃金生産性の関係を一定として、利潤の増大が価格騰

貴をもたらすと解することも可能である。問題は、賃金が騰貴しても利潤が増

大しても、いずれも価格騰貴に吸収することによって、分配率を変えることな

しに実現することが可能であるところにある。すなわち、コストが与えられる

と・それに一定のマークアップ比率を乗ずることによ、って価格が設定される。

ナなわち、単位当り可変費用をVとし、マークアップ比率をqとすると、
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価格は　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　P＝＝（1十q）V

したがってsqを一定に保っていれば、可変費用の増力fiはすべて価格に吸収さ

れ、平均利潤を常に維持しうる。

　マ…クアップ価格は、需要の停滞している時期に価格を引上げ、雇用や需要

の減少に直面して亀、価格を硬直的にする傾向をもつ。寡占的企業の場合は、

需要が安定していると、コストが増大した場合、産出量を削減する。需要が安

定しているから、縮少した供給が需要と等しくなるまで価格が騰貴する。同様

にもし、full　cost　mark　up　pticingをとると、価格は高いコストを反映して引

上げられる。このような価格設定が可能な場合は、価格騰貴率は増大する傾向

をもつ。その理由は第1に、賃金騰貴があると、価格は賃金上昇を反映して高

く設定される。第2に、価格が需要に非感応的な場合は、利潤率が維持されよ

うとするから、その結果として、価格は短期的な利潤極大条件のもとよりも、

より高い水準に設定される傾向がある。第3に、マークアップが実行される

と、賃金騰貴を価格に転化しうるから、企業老は賃金上昇に対する抵抗を弱め

る傾向にある。

　このような価格設定方式のもとでは、利潤プッシュを惹起する可能性があ

る。いわゆる管理価格は、利潤プッシュの可能性を大きくもっている。プロソ

フエソブレソナーとホルツマソはs利潤プッシュと賃金プッシュを比較した場

合、価格効果は、賃金プッシ．の方が大であると言っている③。その理由は、

単位当り価格の構成要素のうち、利潤の方が賃金に比して、その占める比重が

小さいこと、更に賃金プヅシュが継続的に生ずる傾向にあるのに対し、利潤プ

ヅシュは二・時的であること、等による。’更に、この第2の理由は次の事実に依

存している。第1に、企業利潤は高価格のみならず、大量販売や単位当りコス

トの低下によっても増大させることができるから、企業は、いかなる場合にも

高価格にしわよせして利潤を増大させるとは限らない。したがって、利潤プッ

シュイソフレは、利潤獲得行動のさまざまなありうべき可能性のうちの一つで

あってすべてではないσこれに対して賃金引上げは、その他のかたちで実現さ

れることカ1ない。第2には、利潤一物価スパイラルは、賃金一物価スパイラル

に比して小さい。第3に、賃金増加によるプラスの支出効果は利潤増加による

よりも大きい。プロソブェソブレソナーとホルツマ／は、こうした理由で、賃

金プヅシ＝の価格効果が大であると主張している。このうちの第1と第3はそ
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の通りである。だが、第2の利潤物価のスパイラルが小さいということは、必

らずしも言えない。先にみたように、企業間取引を考慮すると、原料部門ある

いは中間財部門の価格騰貴は、他産業のコストにはねかえり、価格騰貴をもた

らす。それが更に、他産業のコスト上昇に波及する、という効果はかなり大き

いであろう。この場合、管理価格イソフレをもたらした部門がどのような部門

であるかによって・その効果1ま異なる。後にみるように、アメリカにおいて

は、鉄鋼のような主要原料部門における管理価格イソフレが全産業に波及し

て、物価水準をいちじるしく高めるのに寄与している6すなわち、費用一緬格

関係を・ここで新たに考慮することは、重要な意i義をもつ。第3の理由につい

ては、賃金騰貴の場合は、支出の増加をもたらし、需要イソフレをもたらす傾

向があるので、ぞうした第2次的波及効果によって、価格騰貴が倍加されるの

に対し、利潤増加は、支出増加をもたらす度合いが小さい、ということを触味

している。けれども、利潤プッシ＝の場合は、需要増加を波及する度合いが小

さいが故に、成長への悪影響が強い。生産財部門のコストー緬格スパイラル’

は、需要増加と全く無関係に、価格の累積的上昇を招くが故に、最も悪影響が

あると言えるであろう。アメリカにおける失業とイソフレの共存は、まさにこ

うした構造を背後に含んで生じたと言える。

①M．Bronfenbrenner　aud　F．　D．　Holzman；Survey　oだlnfiation　Theory，　The

　American　Ecoaomic　Review．

．②」．MKeynes；General　Theory．

③M．Bronfenbrenner　and　F．　D。　Holzman，　op　cit．

．3．アメリカにおけるインフレと停滞

　1950年代の後半から、アメリカ経済は徐々に停滞の兆をみせてきた。しかも

この停滞現象と同時に物価騰貴が併存し、進行している。一一一　Pに言って、不況

とイy．フレの共存が今日のアメリ均経済の特徴と言う之とができる①。だが、

戦後のアメリカ経済は、繁栄期にあるともよく言われる。それは、30年代の不

況期に比してはもちろん、それに先行する1920年代に劣らず豊かな繁栄を誇っ

ていると言われているQだが、繁栄の中にあって、進歩の度合いは徐々に弱ま
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り、不況を特徴づける諸々の競象が生じて来ていることは否定できない。

　不況を特徴づけるものとして第1に、1953年以来、実質国民総生産の成長は

減少しており11959年までに、年率2．2％という僅かな成長に過ぎなし。戦後

初期の4～5％よりもかなり下廻っている。第2に、失業率が増大した。第3

には、生産能力の利用度が低下した。そして第4には、労働力のうち、低賃金

部門の比重が増大した。これは、サービス部門や商業部門が増大し、製造業が

逆に減少していることを意味している。

　これら一連の、アメリカ経済の停滞を示す諸事実を．、具体的な続計資料をも

とにして検討してみ‡う。　まず第1表からみて判るように、1953年を100と

第1表　先進国経済伸び率指標 （1953年＝＝　100）

実質国民総生産指数　1948

　　　　　　　　　1959

1人当り実質国民所　1948
得指数　　　　　　1959

鉱工業生産指数 1948

1959

アメリカ

75

122

86

104

75

115

日　本

63

181

62

168

36

209

　　　　イギリス1西ドイツ

69

130

89

112

84

119

29

160

80

137

39

162

中村精ニクリーピングインフレーション、17頁より抜粋、作成した。

原資料日銀r外国経済統計年報』

第2表製造業就業指数（1958＝100）

日　本1西ドイツイギリスiアメリカi

　　　l－…一一・一一1

88

94

98

100

102

107

110

113

101

101

101

100

100

104

105

105

106

108

108

100

ユ05

105

102

105

した国民総生

産、同じく1

人当り囲民所

得、鉱工業生

産指数、いず

れも、アメリ

ヵは、他の先

進諸国より劣

っている。特

に日本や西ド

イツに比較す

1955

1956

1957

1958

1959

196⑪

1961

1962

75

86

95

100

102

11⑪

118

126

出所、経済企画庁：海外経済月報　39号2月号

るといちじるしく遅れている。就

業者指数についてみると、アメリ

カでは、1962年の水準が、1955年

のそれにすらおよぼない状態であ

る。これはN日本の1955年、75、

1962年、126に比して、就業者の

伸びの点ではるかに劣っているこ

とを示す。これは、製造業就業者

についてみたものであるが、この

ことは、アメリカにおいて生産的

部門の労働者の減少を意味してお

り、また、失業率の増大とも対応
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第3表失　　業己率

1日本

1955「

　　11956

1957

1958

1959

1．6

1．5

1．2

1．3

1．3

1．0

0．9

0．9

西阿ツ1イ判ス
　　　i

・96・ 1
196月

11962　．

雫　一”m－｝　［…－rmm皿一

5．1

4．0

3．4

3．5

2．4

1．2

0．8

0．7

1．2

1．3

1．6

2．2

2。3

1．7

1．6

2．1

アメリカ

4．4

4．2

4，3

6．8

5．5

5。6

6．7

5．6

出所；経済企画庁；海外経済月報

している。第3表は、日本、西ド

イツ、イギリス、アメリカ、につ

いて、その失業率を比較したもの

であるが、日本および西ドイツ

で、ここ数年、継続的に失業率が

低下しているのに対し、アメリカ

では、その水準そのものも高く、

更に、1958年以来、失業率も増大

している。

　以上からみても、アメリカにお

ける停滞現象は、ほぼ明らかであ

るが、更に、生産能力利用度につ

いてみても、その低下が目立っている。第4表で、1953年5月における各指数

を100とすると、その時期から後は、利用度が低下している。この指数は、利

用度そのものではないから、実際の利用度は、更に低いものとなっており、趨

勢として低下を来していることが判るQ

第4表　 製造業生産および生産能力指数

　　　　　　　　　　　’

（1953年5月＝　IOO）

　　　ミ　　　　　　　　　　　　　　　ヒ　　　　　　　　
i！948．6　11953．5　　1953．121／955．121

1＿＿＿＿

生産指数　　　l

iω生　　酬
1（2）実質付加価
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i㈲マグ・叱ル指数i
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出所：前掲、クリーピングインフレーション
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　　次に生産性について，｝1953年を100とした場合の伸び率を比較してみると、

　国民総生産を就業者で除した生産性指数はs1959年において、アメリカ115に

　対し日本129、』西ドイッ126、イギ1コ．ス125というように、いずれの先進国よ

　りもアメリカは劣っている。また、鉱工業生産指数を製造業雇用指数で除した

　製造業生産性指数は、同期において、アメリカ122に対し、日本は147である。

　このように生産性の伸びについても、特に日本とのひらきは大きい。

’　1964年度の、アメリカ大統領経済諮問委員会の年次報告では、今世紀のはじ

　めから1963年までに、実質国民総生産は700％増大し、年成長率は3．5％であ

　る、と述べている。長期的平均的な成長率が3．5％であることを考慮すると、

　、最近の平均2．2％程度の成長率は、長期趨勢からみて、低下傾向にあると言え

　る。また、同じ年次報告によると、人口は76．1百万人から189．3百万人へ増大

　し、1人当り実質生産は890ドルから3，091ドルへと増大した。民間経済の生

　産は1900－1963年に7．2倍になった。これは（ユ）全労働時間が1．8倍、（2）1人・

　　1時間あたり生産が4．0倍になったためである。

　　生産性は、一応上昇しているが、賃金もまた上昇している。この両者の動き

　をみると次のようになる。生産性も、実質時間収入も、ほぼ平行的に伸びて

　　　　　第2図　実質時間収入と生産性、製造業
1960＝100
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出所：経済企画庁、海外経済月報
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が生産性を上廻っている。これらの事実から、今日は停滞と物価漸騰を、生産

性を上廻る賃金の上昇に求める見解が生ずる。この見解が、果たして事柄の重

要な側面をすべて言いっくしているかどうかを、次に検討しよう。

　これまでの事実から、アメリカの経済的停滞はほぼ明らかとなったが、これ

らの停滞現象にも拘わらず、物価は騰貴しつつある。それが今日のアメリカ経

済の特質を最も端的に示す現象であるが、物価の動向がどのようになっている

かについて、一応みておく必要がある。

第5表　卸売物価指数 （1958二＝100）

L＿
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　卸売物価の動きについて国際比較を行なうと、およそ先進国ではほとんど例

外なく、1950年代において物価の漸騰がある。もっとも、日本の場合は短期的

に変動が激しいがs長期的には安定しているQそれに対してアメリカでは、19

58年以後、ほとんど安定しているが、長期的に漸騰している。だが、物価騰貴

ゐ現象においては同じであっても、発展のテソポの早い日本や西ドイツと、停

滞経済にあるアメリカとでは、その原因を若干異にすると言える。

　まずアメリカの物価漸騰の原因について検討してみよう。第2次大戦後、戦

時中の抑圧された需要が解放され、消費需要が高まった。さらに消費者信用の

発達がこれに相まって、全般的に消費性向が実質的に高まっている。さらにま

た、政府支出政策も、需要拡張の役割を果たしている。これに老朽化した設備

の更新需要が加わり、第2次大戦後の数年間は超過需要の傾向があった。しか

るに朝鮮動乱後、t生産能力の拡大にともなって供給過剰傾向が生じてきた。主
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導的産業の場合は、1955年頃を境として、それが徐々に顕在化してきた。この

ような超過供給傾向のもとで、一見超過需要に由来するかに見える物価漸騰

が、何故生じたかが問題とするところである。まず支出構造の動きでそれをと

第6表”国民総支出の構成比

国民総支出
個人消費支出

年間国内投資

海外純投資

政府支出

1947

100

70．6

13．4

　3．9

12．1

1951

100

63．8

17．1

　0．7

18．4

1955

100

6416

16。1

　0．3

19．0

1959

100

65．1

14．9

－一　O．2

20．2

らえてみよう。

　第6表からみて判るように、支出

の構成をみると、戦後は抑圧された

消費需要が解放されて増大し、続い

て投資支出が増大したが、やがて投

資支出は減退の方向をたどる。その

間、一一fiして増大しているのは政府

支出である。

第7表　　産業別所得および雇用者推移

全　　　産
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国民所得産業別構成
1947
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1959
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29．9
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11．3
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0．5

非農業雇用者数変化

゜列

1953～59
　（千人）
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　－176

　195
－ 1，070

　858

　387
　－319

　987
1，482

同構成比

100

一 7。7

　6．3

－ 46．6

　37。4

　16．9

－
13．9

　43．0

64．6

出所、中村精：クリーピングインフレーション、36頁。

　第7表では、産業別の国民所得と雇用者数の推移を示しているが、農林水

産、鉱業の比重の低下が世界的な傾向であるにしても、製造業が、所得の構成

比においては1955年頃を境に低下し、雇用者数の絶対的減少をもたらしている

ことが注目される。これに対して、金融、サービス、政府および政府企業は、
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第8表　　産業別国民所得の年度比較
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出所、経済企画庁経済研究所編：国民経済計算　第3号。

●

所得の構成比においても、雇用者数においても増大している。言いかえれば、

不生産的部門の増大が、きわだった特徴として挙げられる。もっとも、一般的

に言って、経済の発展にともなって第1次産業の比重は低下し、第3次産業の

比重が増大する。けれども製造工業のような生産的部門の雇用が絶対的に減少

するという事態は、発展の傾向に沿ったものではない。同じように先進国酌な

発展過程に入っている日本と比較してみると、第8表から知られるように若干

の点で異なっている。すなわち、製造業は構成比において増加しており、サー

ビス業は逆に低下している。昭和37年には、若干その関係が逆になっている

が、これは景気調整の影響と思われる。卸小売、金融業等は、ほぼ構成比にお

いて安定を示している。日本の場合は、生産的部門が伸びており、アメリカと

はやはり異なっているo
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　アメリカのこのような傾向、すなわちN不生産的部門の増大は、需要創出効

果としては大きく、超過供給を吸収するという結果はもたらすだろうが、逆に

、キャパシティの蓄積そのものを阻害するという傾向をも）ている。これが、

生産の拡大の面で、アメリカがたちおくれている大きな理由であると思われ

る。だが、それはともかくとして、この面だけからすると、アメリカの物価騰

貴は需要超過に起因するということになりそうである。げれども、他方、未利

用設備の増大、失業の増大という現象を伴なっている。したがって、不生産的

部門の増大によ『る需要増加は、好況期にあらわれるディマソドプルではなく、

ごく部分的なものであると考えられる。このことに関連して、最近シュルツの’

理論がとりあげられている②。この理論を参考にして、アメリカの価格動向を

もう少し分析し七みよう。

　シュルツの見解の第1の点はこうである。経済全体として総需要と総供給が

均衡していても、部分的超過需要と部分的超過供給を含んでいる場合には、超

過需要の部門による価格騰貴が、超過供給の部門における価格低下によって相

殺されることがなく、一般物価の上昇が起る。その理由は、超過供給の部門に

おいて価格が下方に硬直的だからである。そのことは、一般的にアメリカにお

いては、価格や費金は上方には弾力的であるが下方には硬直的であるからであ

る。他方、特定部門に超過需要が発生し、それによって価格騰貴が生じた場

合、一部は原料価格の騰貴というかたちで他部門の原料コズトを増大させ、一

部は、超過需要部門の賃金上昇が、他部門に波及して、他部門の賃金コストを

増大させる。かくて、超過供給のある部門でずら、価格上昇が生ずる。すなわ

ち、価格や賃金の下方硬直性が1一種のラチエットエフェクトの役割を果し、

．特定部門で超過需要が発生すると、それが一般物価の騰貴をもならすことにな　t／

る。

　第2の点は、減価償却コストや、管理部門のサラリーコストが上昇し、それ

を価格引上げによって補おうとするところから、価格騰貴が生じたとする点で

ある。

　シnルツ理論の内包している問題点は次のごとくである。第1に、価格や賃

金の下方硬直性があること、それは不完全競争市場が前提されていることであ「

る。第2に、特定部門の価格騰貴が、他部門のコスト上昇に波及する点であ

る。その場合、原料コストは直接的に影響を受け、賃金コストは間接的に影響

を受けるQそれは、賃金格差の解消プロセスー賃金上昇の一般化一を通じ
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て、もたらされる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　このような不完全競争市場を前提とする価格騰貴ゐ理論は、コストプッシュ

理論である。コストの上昇を価格上昇に転化しうるような価格設定行動が、こ

の場合は想定されている。具体的には、管理価格体系で示されるようなもOで

ある。ところで、このようなコストプッシュ理論の立場にたつど、現実の価格

騰貴について、賃金プッシュにその原因を求めることもできるが、利潤の増大

に原因を求めることもできる。シュルツの理論は、構造的にはコストプッシェ

のタイプであるがi始発的原因に、超過需要という要素をもちこんでいる。加

えて、間接費の増大が、同じく始発的原因と言える。

　このように、従来、コストプッシュ理論において、責任を利潤に転化するか

賃金に転化するかで議論が別れていたのに対し、始発的原因を示したという点

では意義がある。けれどもシュルツは、この超過需要のある部門にづいて、そ

れを機械産業に求めている。この点ぱ、アメリカにおける設備の利用度の低下　　　t

という嘉実からみて疑問が持たれる。超過需要は、むしろこれまでみてきたよ

うに、不生産的部門に生じている。このことと、管理部門のサラリーの増大

は、間接的に関連している。不生産的部門の超過需要と雇用の増大は、個々の

企業のコストの構成の中で、間接i費の占める比重を高めている。そとで次に企

業の生産費の構成について検討してみよう。．

　先に・第3次産業の比重が増大していることをみてきたが、これら部門は、

低生産性部門である。他方、製造業は生産性が高い、ところで、生産性の高い

製造業においては、実質賃金が生産性を上廻ることはほとんど見られない。

だが、賃金上昇の一般化は、相対的に低い生産性の部門の賃金も上昇させるの

で、それら部門では賃金＝ストの上昇が起り、経済全体として、生産性が賃金

を下廻るような事態が発生している。

　ところで第3次産業の伸びが大きいということは、第2次産業の費用増大と

結びついている。特に広告費の増大は大きい。企業間競争の型が、非価格競争

である場合、広告費、マーケティソグ関係の人件費はいきおい増大する。シュ

ルツが注濤したもう一つの点、すなわちサラリー支払分（賃金とは区別され

た）の増加は、この点につながっている。さらに、利用度低下のもとで、未稼

動設備人員の増加によるアイドル・コストの増大がある。

　このように、生産費の増大が価格上昇の一つの要因となっているが、このよ　　’

うなコスト嶋昇を価格に転化しうるところに、寡占価格体系の特徴がある。だ

　　　　　　　ノ
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’　が、一方的に超過供給の状態であれば、コスト上昇の価格への転化は簡単には

　　行なわれない。アメV　）ipの場合は・員オ政支出によって霰不足を補充してい

　．る。1960年に至って、アメリカの物価は、やや安定した。これは財政支出政策

　　よりも物価安定政策をとったことによる。このようにして、アメリカの価格漸

　　騰は、不完全競争市場をもとにする下方に硬直的な価格体系と、財政支出政策

　　をテ＝とする需要創出によってもたらされている、と言うことができる。

　　　今一つ重要な要因は、コストの波及効果の大きさである。特に原料部門の価

　　格上昇の経済全体への波及効果は大きい。ところで、ここで注意されるべきこ

　　とは、主要原料部門の価格騰貴は、必らずしも超過需要によってもたらされた

　　わけではない。むしろそれは、典型的な管理価格部門であることから、独占的

　　超過利潤り追求が、価格上昇の根本原因であると考幻られる。

牌

①アメリカの物価騰貴は、戦後一貫して生じているが、クリーピングィンフレーシ

　　ョンということが大きくとりあげられるようになったのは、1955年以後である。

　1960年頃、物価騰貴は一時おさまるが、それは、成長よりも安定をといった財政

　政策によるところが大きい。

②Charles　L　Schultze，　Recent　lnflation　ill　the　United　States，　September　1959，．

　Joint　Economic　Commitee．

　なお、このシュルツ理論を批判したものに、R．　Robinson，“Employment・Growth

　and　Price　Levels，”The　American　Economic　Review，　Dec・1960・がある。

補論利用度低下と不生産的支出増大のもたらす効果

　アメリカ経済において、利用度の低下があらわれており、これに対処して、

不生産的支出を増大させる需要創出政策がとられているが、このような政策

が、成長率に対してどのように作用するかをみよう。

　総投資を1、総投資中に占める不生産的投資の割合をΩとする。不生産的

投資を1。とする。

　　　　In＝Ω1

設備の利用度をU、完全能力利用度をU＊、完全利用をした場合の探資の生

産効率をσ＊とする。平均的な生産効率を、σとする。ドー　一？・・一のσに相当す

るのは、この場合、σX’である。粗投資中、純投資の占める割合をnとする

と、実質産出高Q「は次のように示すことができる。
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　　　　Q＝（1－ln）σ

　　　　　＝（1一Ω）1σ

完全能力産出高Q＊は、

　　　　Q＊＝（1－ln）σ＊

　　　　　＝（1一Ω）1σ＊

現実の産出高は、次のようになる。

　　　　　　　　　　u　　　　Q＝（1一Ω）r一ボσ＊
　　　　　　　　　　u
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　産出高水準は、不生産的投資の占める割合Ωが大であるほど小さくなり、

さらに、現実の利用度Uが低下するほど、小さくなる。今、仮に、新たに投

下される設備の利用度も、平均的な利用度と同じように低いものであったとす

る。

　　　　　　　　　　　　　u　　　　△Q＝・（1一Ω）n△1一諏σ＊
　　　　　　　　　　　　　u

　　　　△Q　　△1
　　　　』Q’一’＝＝「卜Liu　’u一

利用度が徐々に低下しつつある場合は、これを新設備の利用度低下に還元する

ことも、近似的には可能である。その場合、従来の利用度をU、新らしい設備

の利用度をUノとする6

　　　　△Q・＝（・一Ω）n母番σ・

　　　　　Q－（・一Ω）1誰一σ・

かくて成長率は次のようになる。

　　　　△Q　△I　uノ
　　　　『σ一零…了　n一モ「

成長率は、減価償却の占める割合が大、言いかえればnが小さくなるほど、低

下し、利用度の低下が進行すると小さくなる。新投資について、Ωの変化を考

慮すると、これはさらに成長率に影響を与える。新投資中、不生産的投資の占

める割合が大なるほど、同じく成長率は低くなる。アメリカ経済は、これら成

長率を低める条件のすべてを備えていると言える。もっとも、不生産的支出の

増大は、利用度低下を阻止する役割を果たす。だが、利用度を引上げるための

不生産的支出の増大は、それ自身、成長率を低下させることになる。
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4．我国における生産性の成果とその配分

上昇起動力の強い日本経済と停滞傾向の強いアメリカ経済では、賃金、生産

性、物価の関係が当然異なる。けれども、メヵニズムの点で一致している面も

ある。そこで、、どの点が一致し、どの点で異なるかを、具体的に検討しよう。

　まず、我国における生産性の成果とその配分の仕方がどのようになっている

かを検討し、次に、それと価格の動向ぶどう関連しているかを、吟味しよう。

第9表　　賃金・生産・生産性の推移
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出所、日本生産性本部：生産性と賃金、物価。
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　　　第9表からみてきわめて明瞭に言えることは、生産性増加の夫きさと、卸売

　　物価の安定・賃金コスト・分配率の低下である・賃金コス、トの侭下は・生産悔

　　の上昇より賃金上昇が下廻っていることを意味する。昭和27年を100とす撫，

　　と、35年には、労働生産性190，付加価値生産性．212、・価値生産性183である

　　のに対し、賃金は164に過ぎない。しかも、生産性と賃金のひらきは、ますま

　　す大きくなっている。

　　　27～35年の間では、“付加価値生産性が最も賃金上昇率と大きく背離してお

　　　り、次いで労働生産性、価値生産性の順となっている。したがって労務費比率

　　累（飴纐÷踊額ぽたは飴率緬値生離一墨うの減少度合い畷も

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　小さい。

　　　生産性の上昇率が、賃金上昇率を上廻っているために賃金コストは低下して

　　いる。分配率は、これよりさらに低下傾向にある。

　　　このような差異は、次の理由による。労務費比率が賃金コストほどに低下し

　　ていないのは、製品価格の低下によるところが大であり、分配率の低下が激し

　　いのは、原料価格の低下による単位生産費当たり付加価値の増加のためであ

　　る。すなわち分配率は

　　　　　　　W　　W　　T　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　・

　　　　　　　Y　　　T　　Y　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　の低下は、生産性の増大によるところが大である。逆に、人件費の占める割

　　合、すなわち労務費比率が低下しても、原料価格が騰貴していれぽ、分配率は

　　安定しうる。アメリカ経済がその状態であり、この点で、我国とは、対照的で

．　　ある。

　　　次に、景気変動との関係でこれをみると、賃金コス・5は、好況期に低下し、

　　不況期に上昇するというパターソを示している。これは、賃金が趨勢的上昇を

　　続けるのに対し、生産性は、好況期に大幅に上昇し、不況期に鈍化するからで

　　ある。
　　　　このように、35年までは、生産性が賃金を上廻っていたのに対し、36年頃か

　　　ら、若年労働者の不足による初任給の引上げを反映して、賃金上昇が加速化さ

　　れ、たまたま生産性の伸びが弱まったことと相まって、賃金上昇率が生産性増
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大率を上廻る事態が生じている。

　’次に、賃金構造と価格構造についてみよう。我国においては、年令別に賃金，

格差が大であるからい年令構成が低いほど、平均賃金上昇率は小さい。ところ

で、拡張しつつある部門で雇用が増加すると、新規雇用は、相対的に若年の労

働者に向けられるから、雇用増加率が大であるほど、年令構成は若返り、平均

賃金上昇率は小さい。このことから、停滞産業では、一層、賃金コストの圧迫

を強く受け、成長産業は一層、賃金コストを低下させることができる。

　個別賃金の決定機構は、個別的な労働生産性や付加価値生産性よりも、ほと

んど労働市場における需給バラソスや、各企業の賃金の相互規定性によって決

まる①。したがって、個別賃金は、規模別格差を含みつつも、平準化する傾向

にある。このことは、若年労働者の賃金においていちじるしい傾向である。か

くて、低生産性部門では、賃金コストが噌大する。

　次に、分配率の動向をみよう。分配率は、賃金総額と付加価値総額の比率、

あるいは、賃金率と付加価値生産性の比率で示される。労働生産性、付加価値

生産性、賃金率、それぞれの動きを比較すると、先にも述べたように、付加価

値生産性の上昇率が最も高い。付加価値生産性が、賃金率を上廻れば、分配率

は低下する。第10表は、先に示した第9表の中から、生産性、賃金、分配率に

第10表　賃金率、生産性の推移

1

27年
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労働生産性賃金指数
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142．0

153．5

152．4

166．6

187．0
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　132．9
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　145．1
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　166．9

分配率

42．9

39．6

39．3

37．7

37．0

37，9

36。9

33．6

32．2

関するものをぬき出したものである。

この場合の分配率は、減価償却や賃金

以外の一般管理費を含む付加価値と、

それに対する賃金支払額の割合であ

る。工業統計表に出ている分配率は、

この計算方法をとっているのに対し、

法人企業統計では、付加価値から、減

価償却や、賃金以外の一般管理費を除

いてある。したがって、法人企業統計

における分配率は高い。しかもそれ

は、比較的に安定している。このこと

は、減価償却や一般管理費が傾向的に噌大していることを示す。法人企業統計

において、人件i費比率の低下の度合いが、工業統計表における人件費比率の低

下よりはるかに小さいのは、減価償却部分や金融費用が増大していることによ

る。
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　分配率の’動きは、所

得率と労務費比率によ

って規定される。すな

わち

　　　　　w
　　W　　’T
　　Y　　　Y
　　　　　T

この式から明らかなよ

うに、所解恥鰍

すれば、分配率は減少

し、労鑛騨恥増

加すれぽ、逆に分配率

は増加する。分配率は、27年から35年までの期間中、32年に一度上昇しk以外

は漸減している。これに対して労務費比率は、循環変動を示している・このこ

とから、分配率の動きは、所得率によって、かなり影響されていると言える・

所得率は、原材料価格と製品価格の比であらわすことがそきる。製品価格に比

して、原材料価格が相対的に高けれぽ、所得率は減少し、逆に、原材料価格が

低下すれば、所得率は増大する。このことから、先にも述べたように、原材料

価格の動きいかんに牢っては、価格中人件費の占める割合が低下していても、

分配率は安定でありうる。日本の場合は．、長期的には原料価格が安定乃至低下

を示し、所得率が若干上昇して、分配率を低下させている。

　景気変動の局面で見ると、好況期には製品価格が騰貴して所得率が増大し、

不況期には逆になると、常識的には考えられそうである。ところが、分配率は

趨勢的低下を示している。これは、所得率の動きによる。すなわち所得率は、

好況期に低下し、不況期に上昇している。それは、原料価格が製品価格に先行

して変動するからである。好況期には原料価格の騰貴が激しく、不況期には下

落が激しい0

　27～35年の分配率の趨勢的低下は、さらに二つに分けてみると、前半は、所

得率の上昇による分配率の低下が強くあらわれ、後半は、労務費比率の低下に

よる影響が強く作用している。生産性と賃金の関係で言うと、生産性に対する

賃金の遅れは、労務i費比率の低下にあらわれる。したがって、生産性に対して

賃金が相対的に低くしか上昇しない＃めに生じた分配率の低下は、むしろ30年
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以後生じている②○

　分配率決定の要因として、原材料価格の動向が重要な位置を占めることは以

上みてきた通りであるが、原材料価格は、原材料コストとして、個々の製品の

価格決定に夫きく影響する。そこで、価格をその構成要素の面から分析し、コ

ストと価格の関係がどのようになっているかを検討しよう。主な要素として、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賃金コストと原材料コストのみを

　　第12表価格、コストの対前年増減　　　　とり出してみると・第12表で示さ

価　格

28年
29

30

31

32

33

31

△0．6

△L9
△2．6

　5．1

　1．7

△7．8

　1．9

賃金コスト

△0．5

　0．4

△0．5

△0．4

　0．1

　　⑪

△0．2

原材料コスト

△1．7

△3．3

△2，1

　5．7

　2．4

△8．7

　1．1

出所、日本生産性本部：生産性と負金、物価。

れる。ここから判るように、価格

の動きと賃金コストの動きは、あ

まり平行的でない。むしろ逆行的

でさえあるのに対しs原材料コス

トは、その動きが、ほぼ一致して

いる。このことからみても、戦後

の我国においては、価格変動を規

定する要因として、原材料コスト

の要因が大きかったと言える。そ

こでさらに、賃金コストN原材料

コストを規定する要因まで掘り下げて、吟味してみよう。賃金コストは、賃金

率と労働鐘性砒である・すなわち灘率wを蠣生灘禽で除したも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のである。、したがって、賃金水準

第13表　賃金、生産性、賃金コストの推移

27年
28

29

30

31

32

33

34

賃金水準
　㈲

100．0

111．3

119．1

123．2

132．9

140．4

145．1

149．5

％働生産性
　（B）

100．0

115．3

129．1

130．1

144．1

155．6

161．6

169．9

賃金コスト
　（A）÷（B）

100．0

96．5

92．3

94．7

92．2

90．2

89．8

88．0

第9表より算出。

が上昇しても、それ以上に生産性

が増大すれぽ、賃金コストは低下

する。景気循環の局面で言うと、

好況期には、賃金率の上昇以上に

生産性の噌大率が大である。その

結果、価格が騰貴する好況期に

嫉、むしろ賃金コストの低ドがあ

らわれる。もちろん、これらは、

製造工業に関してみたものである

から、経済全体では、賃金コろト

の低下傾向は、それほど明瞭では

ない。
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第14表　　原材料価格、原材料生産性、原材料コストの推移（昭和30年＝100）

陣材料価格

28年

29

30

31

32

33

34

㈲

107．8

107．0

100．0

112．5

123．0

114．0

117．7

原材料生産性

　　（B）

原材料コスト

　（A）÷（B）

99，3

103．7

100．0

103．5

109．3

117．0

117．8

108．7

103．2

100．0

108．7

112．5

98．2

99．9

輸入物価指数

1＿＿
103．4

99，3

100．0

99．9

100．2

88．4

85。5

出所、日本生産性本部編、前掲書。

　原材料コストは、原材料価格に原材料消費率をかけ合わせたものである。原

材料消費率の逆数は、原材料生産性である。したがって、原材料コストは、原

材料価格を原材料生産性で割ったものである。その動向をみると第14表のよう

になる。原材料価格は、景気循環に応じて変動している。これに対して、原材

料生産性は、若干の変動を含みながら長期的には上昇している。それは技術進

歩による原材料節約の成果であると思われる。かくして原材料コストは、循環

しつつやや低下する傾向にある。循環的変動に強く影響を与えているのは、原

材料価格である。我国の卸売物価のパターソを規定しているのも、この原材料

価格だと言える。卸売物価が短期的に循環しつつ、長期的に安定しているの

は、原材料価格が変動しつつ、技術進歩によって原材料生産性が増大して、原

材料コストが、安定乃至低下しつつあるからである。

　このように、我国の価格、分配率の動向においては、原材料価格の主導性が

強い。これは原料生産部門寮、独占的産業であることとも関連がある。だが、

原料生産部門が独占的であることでは、アメリカも同様である。ただ異なるの

は、それら独占的産業部門の価格パター一ソであり、アメリヵにおいては、管理

価格によるイソフレ傾向が強く、それが他部門のコストプッシュに波及し、同

時に、分配率の安定を保たせている原因となっているのに対し、我国では、原

料部門㊧価格パターソが、景気に感応的であり、長期的に安定している点であ

る。それが同時に、両国における経済変動のパターソの相違とも結びついてい

るo
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①生産性の成果が配分される仕方は、個々の企業ごとにではなく、労働市場全体の

　需給関係を迂回するかたちで行なわれる。

②日本生産性本部編：生産性と賃金、物価、参照。

5．我国の高度成長と技術進歩

　我国の生産性の増大の大きさは、技術進歩によるところが大きい。しかも、

その技術進歩は、独占的産業を中心にすすめられている。ところで、独占的競

争の場合には、価格は下方に硬直的になり、技術進歩の成果は、価格の低下に

は吸収されず、高利潤、高賃金に吸収される傾向にあると言われる。アメリカ

経済の場合には、それがあてはまるように思われるが、我国においては、必ら

ずしもそうではなく、価格低下と高利潤が共存する産業もある。それは、技術

進歩率の大きさと同時に、その産業の競争形態にも依存する。すなわちs価格　　’t

競争を伴なった寡古的競争が行なわれている場合には、この傾向は強い。こう

した価格体系を含むが故に、我国の卸売物価は、長期的に安定しており、まだ

価格の下方硬直性が、充分にはあらわれてきていない。

　日本経済のこうした特徴は、日本の企業形態にも関連をもっている。戦前の

企業形態は、おおよそ4つのグループに分けられる。第1は、国家資本による

企業、第2は財閥資本による企業で、石炭、鉱業、貿易商社、化学、機械など

の分野が多くここに含められている。第3は、電気化学、新機械工業（当時の）

における新興コソツエルソである。第4は、最初から独立独歩で地位をきづき

あげた繊維産業、綿紡績等である①。

　これに対して、戦後の企業経営形態は、およそ3つに分けられる。第1は、

国家依存型で、電力、鉄鋼、化学肥料、海運、石炭、第2は、新コシピナt・…ト

型で、石油化学、原子力、第3は、過当競争型で、機械、自動車、等である。

この5ち、主要原料部門は、国家依存型であるが、これら部門の価格は、資本

蓄積を促進する国家的政策によって、高価格を抑止されている点で、アメリカ

の管理価格部門と若干異なっていようα第3のグループは、一部の自動車工業

を除くと、中堅企業を多く含んでいるが、にもかかわらず、この部門の成長率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tは最も高い。　これらの部門は、競争が激しいという意味では競争的産業であ

るが、ある程度の規模と、市場支配力をもっているという意味では、独占的産

、
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業である。これら部門の特徴は、市場の成長率が高いということと、したがっ

て、量産によるコストダウソが可能であること、さらに、技術進歩率が高いこ

と、等にある。

　戦後の日本経済の高度成長を支えてきた一つの要因として、過当競争の事実

を挙げることができる。これら過当競争は、一方ではマ・一ケットシシエァー一拡

大のための販売競争によって、販売費用を大ならしめてはいるが、他方、技術

進歩競争も激しく、その面でのコスト低下も大きかったと言える。今一つの要

因は、主要原料部門が、独占度の上昇によって他部門のコストの圧迫になると

いう面が少なかったことである。これには、国家の資本蓄積促進政策が一役買

っている。アメリカにおいては、国家の経済政策が、主として不生産的支出の
増大による需要創出政策であっ泥のに対し、我国では、資本蓄積促進のための

財政投融資政策や、公共的部門に対する価格政策であった②。

①昭和同人会編：企業間競争と技術、東洋経済参照。

②たとえば、電力料金などをとってみても、大企業向けの大口電力料金は、きわめ

　て安価であり、一般家庭用電気料金の4分の1に過ぎない。国鉄運賃にしても、

　大口の貨物運賃は割安であり、これらは、いずれも企業のコスト節約に役立つて

　いる。


